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年 主要製品 職工数（人） 生産価格（円）
大正4年 金巾，綾木綿 571 207,548
大正5年 紡績，織布 1,571 1,240,000
大正6年 金巾 2,698 4,048,181
大正7年 金巾綾木綿 1,732 2,286,043









































































































































































































































































大阪支店工場 旋盤　　　  　142台 グラインダー　37
　敷地坪数 車軸旋盤　　　 6 プレーナー　　 9
　6,300坪 シエーバ　　  12 特種機械　　　86
　（使用人員 トリーリング　46 木工機械　　　10




























































株金 3,000,000円 3,000,000円 3,000,000円
準備積立金 985,000 1,085,000 1,185,000
当期利益金 827,595 883,872 854,798
合計 6,695,017 7,023,761 6,402,404
　資産
払込未済株金 1,237,500 1,237,500 1,237,500
特許権 5,000 5,000 5,000
新川工場建設費 ― ― 368,057
銀行勘定 2,491,288 2,569,514 1,738,168
合計 6,695,017 7,023,761 6,402,404
損益計算 12年下期 13年上期 13年下期
　資産勘定
　営業勘定
営業益金 1,437,879 1,331,376 960,994
　内訳
製作益金 644,743 700,419 458,519
販売益金 713,252 544,107 433,828
営業損金 847,924 839,932 584,435
　内訳
事務所費 202,471 209,976 313,092
工場費 298,257 303,363 271,343
諸税金 201,870 163,984 ―
差引 589,954 491,443 376,559
　総勘定 12年下期 13年上期 13年下期
総益金 1,776,015 1,783,371 1,469,267
　内訳
営業益金 1,437,879 1,331,376 960,994
前期繰越金 338,136 451,995 508,272
総損金 948,420 899,499 614,469
　内訳
所有財産損金 100,495 59,566 30,033
営業損金 847,924 839,932 584,435
差引当期利益金 827,595 883,872 854,798
　利益金処分
当期利益金 827,595 883,872 854,798
　内
準備積立金 100,000 100,000 30,000
職員職工扶助資金 50,000 50,000 20,000
株主配当金 225,600 225,600 225,600
　同年率（割） （2.56） （2.56） （2.56）





















































株金 3,000,000円 3,000,000円 3,000,000円
準備積立金 1,295,000 1,325,000 1,335,000
当期利益金 922,790 834,743 737,313
合計 6,070,058 5,950,494 5,946,559
　資産
払込未済株金 825,000 825,000 825,000
特許権 5,000 5,000 5,000
新川工場建設費 844,777 879,310 914,481
銀行勘定 1,513,340 1,069,190 661,692
　合計 6,070,058 5,950,494 5,946,559
　損益計算 1年上期 1年下期 2年上期
　収入
営業益金 861,703 753,347 784,895
　内訳
製作益金 363,786 332,248 436,996
販売益金 395,266 362,980 321,729
雑益金 102.649 58,119 26,170
前期繰越金 620,154 621,351 533,303
合計 1,481,857 1,374,697 1,318,198
支出
営業損金 543,751 524,908 566,164
　内訳
事務所費 151,626 121,732 123,433
工場費 285,063 301,226 276,111
諸税金 11,012 3,627 4,228
所有財産損金 15,315 15,046 14,721
合計総損金 559,067 539,954 580,885
差引当期利益金 922,790 834,743 737,313
　利益金処分
当期利益金 922,790 834,743 737,313
　内
準備積立金 30,000 30,000 30,000
株主配当金 271,440 271,440 217,500
　同年率（割） （2.496） （2.496） （2.00）


































1908年 K式 鉄製小幅（新作） H式 鉄製広幅（新作）
1909年 I式 鉄木混製小幅（新作） L式 鉄製小幅（新作）
1914年 N式 鉄製広幅（新作）
1915年 Y式 鉄製小幅（新作）
出所　『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』1936年，年表。
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　豊田自動織機製作所の設立が豊田自動織機の完成と軌を一にしていることは，その操業運転を
公開したこともあるが域内では周知のことの様であった。次の指摘を見られたい。
「株式会社豊田自動織機製作所　…大正十五年の十一月壱百万円の資本金を以て初めて此の
会社は生まれた。…此処に働く人々の数も僅かに四百余名というに過ぎぬが，一ケ月の間に
は是等の人々の手に依って，其の特許にかかる高速度の豊田自動織機五百台が製造される。
…隣に接続して建設されて居る豊田紡織会社の刈谷分工場は，此の織機五百二十台を据付け
て立派にこの一大発明の機能を証拠立てて居る」80)。
この結果，豊田紡織においては「織機は全部最近の発明にかかる豊田自動織機ばかりを据付け一
ケ年に綿布一、〇〇〇、〇〇〇反以上を生産」するまでとなった 81）。
　近年，その研究が進んでいるトヨタ自動車工業の設立に至る過程を分析することで明らかと
なったように，豊田家の新事業への進出においては，「自動車事業参入の初期の構想段階から，
資金面では，豊田自動織機製作所をいわば『孵卵器インキュベータ』（あるいは『ベンチャ ・ーキャ
ピタル』）として使うことを考えていたように思われる。だからこそ，精紡機の販売によって自
動織機製作所の経営が順調な時期に自動車事業を選択して参入した」ことが指摘されている 82)。
こうした事態は豊田紡織による豊田自動織機製作所の設立にもあてはまるものであろう。
　いずれにしても豊田自動織機製作所の設立以降においては三井物産を中心として両豊田として
紡織機の製造販売が協調的に進められていくのであった83)。歴史的に見れば，三井物産が代理店
を務めるイギリス・プラット社の動向が決定的な規定性を持っていたのであり，早くも1920（大
正9）年5月「三井物産ノ介在ニヨリプラット社ト〔豊田式織機社との〕合併案提議セラレタル
モ不調ニ了ル」ということがあり84)，豊田自動織機製作所設立後においても，1930（昭和5年）
10月「三井物産ノ斡旋ニヨリ当社〔豊田式織機社〕及ビプラット社・豊田自動織機ノ三社合併提唱」
されたが85)，1931（昭和6）年4月「英国プラット社・豊田自動織機・当社〔豊田式織機社〕ノ
合併問題ハ統制協約ニヨリテ一段落トナル」86)ということがあった。両豊田の「吸引と反発」も
戦時下，雲散霧消となるのであった。
注
1） 松原憲太郎編『日本発明家五十傑選』発明図書刊行会，1952年。
2） 同上，154ページ。
3） 株式会社豊田自動織機製作所『四十年史』1967年，82―83ページ。
4） 同，93ページ。
5） 同，95ページ。
6） 同，94ページ。
7） 同，96ページ。『時代に懸ける　トヨタ自動車小史Ⅰ』（トヨタ自動車株式会社歴史文化部社内史料グルー
プ，2000年）においても「しかし，織機の本体部分の製作を依頼していた豊田式織機株式会社から，同
社との特許係争のため，その製作を断られてしまった。このため自動織機の本体部分も独力で製作」す
ることになった（15ページ）とある。
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8） 『愛知県史　資料編29　工業1』愛知県，2004年を参照。
9） 豊田家という表記で佐吉以来の事業をくくるのは，和田一夫「正当性獲得と突出部依存による事業創造
―豊田家の人々―　佐吉，喜一郎，英二（トヨタ自動車）」伊丹敬之ほか編『ケースブック日本企業の経
営行動　4　企業家の群像と時代の息吹き』有斐閣，1998年によっている。
10） 最近の研究については，武田晴人『世紀転換期の起業家たち―紡績機械の国産化と発明至上主義―』（講
談社，2004年）の第二部第一章「不屈の発明家・豊田佐吉の挑戦」参照。
11） 笠井雅直「知多綿織物業の力織機化と豊田佐吉」『名古屋学院大学論集　社会科学篇』第41巻第2号，
2004年を参照。
12） 『明治四十五大正元年　公文雑纂　内閣四　巻四』，国立公文書館所蔵（前掲，『愛知県史　資料編29　工
業1』608ページ）。
13） 詳しくは，由井常彦「三井物産と豊田佐吉および豊田式織機の研究」（上）（中）（下）『三井文庫論叢』
第34，35，36号，2000，2001，2002年を参照。本稿の多くを同論文に負っていることをお断りしたい。
14） 岡本藤次郎編纂監修『豊田紡織株式会社史』日新通商株式会社，1953年，9ページ。
15） 『昭和二年　叙勲　巻五』国立公文書館所蔵。
16） 豊田利三郎「豊田翁と自動織機」牧野賢一『黎明期に於ける郷土の科学者』 静岡県科学協会，1944年，26ペー
ジ。
17） 前掲『愛知県史　資料編29　工業1』，624―626ページ。
18） 前掲『愛知県史　資料編29　工業1』を参照。
19） 豊田自動織機製作所『四十年史』，51ページ。
20） 前掲『豊田紡織株式会社史』，13ページ。
21） 前掲『時代に懸ける　トヨタ自動車小史』，9ページ。
22） 豊田自動織機製作所『四十年史』，65ページ。なお，豊田佐吉のこの外遊の資金については，前掲『豊田
喜一郎伝』，33ページ参照。これについても，豊田式織機社の認識は「豊田常務米国斯業視察ノ途ニ上ル」
というものであった（『創立三十周年記念誌　豊田式織機株式会社』年表）。併せて，山崎広明「豊田ファ
ミリーの所得の形成過程―豊田家事業の経営史序説―」『企業家研究』第9号，企業家研究フォーラム，
2012年を参照されたい。
23） 豊田自動織機製作所『四十年史』，67ページ。
24） 豊田自動織機製作所『四十年史』，68ページ。当時の，豊田佐吉の土地所有関係については「大正五年
十二月十二日　所有権移転　愛知郡中村大字栄字米田千七百四十一番地ノ一　豊田佐吉」（『土地台帳　
西区　米田町六句町』名古屋市市政資料館所蔵）という記録がある。
25） 『勧業』大正4年8月，名古屋勧業協会，19―20ページ。
26） 由井常彦・和田一夫『豊田喜一郎伝』トヨタ自動車株式会社，2001年，38ページ。
27） 『勧業』大正3年9月，名古屋勧業協会，11ページ。
28） 「（四〇）豊田式紡織会社を視る」『工業之大日本』第9巻第8号，大正元年8月1日，71，72ページ。
29） 前掲 『豊田喜一郎伝』，160ページ。フランシスとその後の同社の生産体制に関する最近の評価について
は，粕谷誠『ものづくり日本経営史―江戸時代から現代まで―』名古屋大学出版会，2012年，218ページ
を参照。
30） 豊田自動織機製作所『四十年史』，69ページ。
31） 前掲『豊田紡織株式会社史』，26ページ。
32） 『絆　豊田業団からトヨタグループへ』トヨタグループ史編纂委員会，2005年，8ページ。
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33） 前掲『豊田紡織株式会社史』，31ページ。
34） 武田晴人「2大企業の構造と財閥」『日本経営史3　大企業時代の到来』岩波書店，1995年，87―88ページ。
35） 前掲『豊田紡織株式会社史』，「序説」。
36） 『経済雑誌　関西評論』第16巻第10号，1928年10月1日，関西評論社，18ページ。
37） 前掲『絆』，12ページ。
38） 前掲『経済雑誌　関西評論』第16巻第10号，19ページ。
39） 「菊井紡績の業績」『経済雑誌　関西評論』第16巻第2号，1928年2月1日，関西評論社，29ページ。三
井物産そして東洋棉花の児玉一造は，1920年に菊井紡績の取締役に就任している（『児玉一造伝』1934年，
4ページ）。とすれば，「『堅実』と『進取』は実に豊田の『モットウ』であって此精神は会社の経営，取
引及び製品等凡べての点に遺憾なく表われて居る」（名古屋商業会議所ほか編『中部日本之産業』1927年，
25ページ）ことも，了解されよう。
40） 前掲『豊田紡織株式会社史』，37ページ。
41） 前掲『豊田紡織株式会社史』，37ページ。
42） 『昭和二年　叙勲　巻五』国立公文書館所蔵。
43） 『土地台帳　西区米田町六句町』『土地台帳　東区長塀町1丁目～六丁目』名古屋市市政資料館所蔵。
44） 『名古屋新聞』1924年12月29日。
45） 赤壁徳三郎『中京実業家出世物語』早川文書事務所，1926年，94ページ。
46） 同上，102ページ。
47） 同上，105ページ。なお，株式会社豊田紡織 の経営体制は，取締役社長豊田佐吉，取締役豊田利三郎，
児玉一造，西川秋次，石黒昌明，監査役藤野つゆ，豊田喜一郎，村野時哉となっていた（『紡織要覧　大
正14年版』紡織雑誌社，1924年，A20ページ）。
48） 大塚要「豊田自動織機の発達と其苦心」『工業雑誌』第66巻第840号，1930年12月，573ページ。
49） 同前。
50） 『明治四十五年大正元年　公文雑纂　巻四』国立公文書館所蔵。
51） 静岡県湖西市教育委員会『湖西の生んだ偉人豊田佐吉』静岡県湖西市，43，44ページ。
52） 前掲『中京実業家出世物語』，102―103ページ。
53） 前掲『豊田紡織株式会社史』，45ページ。
54） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』年表，145ページ。
55） 愛知県内務部『愛知県産業案内』，1919年，130ページ。
56） 前掲『昭和二年　叙勲　巻五』。
57） 同前。
58） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』，2ページ。
59） 同上，2―3ページ。
60） 中川敬一郎ほか編『近代日本経営史の基礎知識』有斐閣，1974年，259ページ。
61） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』，45ページ。
62） 同上，46ページ。
63） 同上，47ページ。
64） 同上，52―53ページ。
65） 同上，55―56ページ。
66） 『東洋経済株式会社年鑑』第三回，大正14年版，東洋経済新報社，1925年7月，70ページ。
67） 同前。
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68） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』，57ページ。
69） 『名古屋新聞』大正14年3月29日。
70） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』，8ページ。
71） 前掲『愛知県史　資料編29　工業1』，622ページ。
72） 同前。
73） 前掲『豊田紡織株式会社史』，13ページ。
74） 同前。
75） 毎日新聞社編『生きる豊田佐吉』毎日新聞社，1971年，32ページ。
76） 『紡織界』第17巻第12号，1926年12月1日，5ページ。
77） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』年表，152ページ。
78） 同上，153ページ。
79） 前掲『時代に懸けるトヨタ自動車小史』，16ページ。
80） 前掲『中部日本之産業』，121―122ページ。
81） 同上，24ページ。
82） 前掲，和田一夫「正当性獲得と突出部依存による事業創造　豊田家の人々―佐吉，喜一郎，英二―（ト
ヨタ自動車）」伊丹敬之ほか編『ケースブック　日本企業の経営行動　4　企業家の群像と時代の息吹き』，
105ページ。
83） 前掲『愛知県史　資料編　工業1』。
84） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』年表，151ページ。
85） 前掲『創立三十年記念誌　豊田式織機株式会社』年表，154ページ。
86） 同前。詳しくは，谷口豊「1930年前後の紡織機械工業における日英関係の一断面」大石嘉一郎編『戦間
期日本の対外経済関係』日本経済評論社，1992年を参照。
　本稿は，筆者が名古屋学院大学大学院経済経営研究科でおこなっている講義内容をベースにし
たものであり，議論につきあってくれた院生の皆さんに感謝したい。作成に当たり資料の利用を
忝くしている名古屋市市政資料館，愛知県公文書館，そして名古屋大学大学院経済学研究科附属
国際経済政策研究センターにお礼申し上げたい。なお，本稿は2011年度名古屋学院大学研究奨
励金による研究成果である。
